
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －
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事務所兼駐車場 高層の店舗、事務所ビル
が多い既成商業地域

新日本橋近接

高層の店舗、事務所ビルが建
ち並ぶ江戸通り沿いの商業地
域

２７ｍ国道 新日本橋駅近接

新型コロナウイルス感染症拡大により、社会生活や経済活動の全般に
渡って様々な影響が出ている。

堅調だったオフィスマーケットでは賃料上昇が止まり、空室が増加す
るといった変化の兆しが見られる。

個別的要因に特に変化は認められない。

日本橋地区全体で複数の再開発事業が進んでおり、その影響を受ける形で今後も推移するものの、先行き不透明
な社会経済情勢を背景として、地価はやや不安定な状況になるものと予想される。
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(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

比準価格は、比較可能な複数の取引事例から求められており、実勢を反映した価格と認められる。収益価格は、直接法
により求められており、賃料水準も標準的なものであり、対象地の収益性を反映する。高度利用可能な商業地域に存し
、市場参加者は地域の価格水準と投資採算性の両面を検討して意思決定するものと思料される。本件では、比準価格と
収益価格とを関連づけて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏は、千代田区、中央区の中高層の店舗兼事務所ビルが建ち並ぶ商業地域と把握される。近隣地域は、事務所
用途を中心とする中高層ビルの建ち並ぶ地域であり、日本橋室町の百貨店等の建ち並ぶ商業地域にも近い。需要者の中
心は、対象不動産の収益性に着目する不動産会社や事業会社、投資法人等が想定される。市場で中心となる価格帯は、
規模、画地条件等により大きく異なるが、土地価格で総額１０億～２０億円程度の取引が多くみられる。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

中央(都) －5 4

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

印

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 3

令和 3 7 1

令和 3 7 2

中央(都)　5 － 4 東京都 区部第１ 不動産鑑定士 山本　耕平

住友不動産株式会社　総務部（鑑定担当）

令和 3 6 25

令和 3 7 2

（その他）

中央区日本橋本町四丁目１５番３
｢日本橋本町４－１－１１｣
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